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1―韓国の出生率が8年連続
　　　 過去最低を更新
　韓国の2023年の合計特殊出生率（以

下、出生率）は0.72（暫定値）となり､2022

年の0.78を下回り2015年の1.24を記録

して以降、8年連続で過去最低を更新した

［図表1］。日本の1.26（2022年）やOECD

平均1.58（2021年）を大きく下回る数値だ。

2023年に生まれた子どもの数は23万人

で、2022年より19,200人減少し、歴代最

少を記録した。

 

　2015年以降出生率が低下し続けてい

る理由としては、2015年以降に出産をし

た女性の多くが1980年代中盤以降に産

まれた女性が多いことや、韓国の経済成

長率が2012年以降大きく低下したことが

挙げられる。まず、韓国政府が実施してき

た産児制限政策が1980年代からそれま

での「二人を産んでよく育てよう」から「一

人だけ産んでよく育てよう」に代わり、その

影響下にあった女性たちが出産のタイミ

ングを迎えているからと考えられる。また、

2000年代に平均5%であった経済成長率

が2012年に2%台に低下してから回復さ

れず、それ以降も2%前後という今まで韓

国経済が経験していなかった低成長が続

いたことが若者の失業率や非正規労働者

の割合を引き上げにつながり、出生率にマ

イナスの影響を与えただろう。

　また、その内訳をみると、ソウル市を含む

大都市の出生率低下が続いている。韓国の

4大都市の出生率はソウル市が0.55、釡山

市が0.66、仁川市が0.69、大邱市が0.70

で下位1位から4位を占めた。2022年と比

べて出生率が上昇したのは忠清北道のみで、

2022年には出生率が1を超えた世宗市の

出生率もついに1を下回ることになった。

 

2―首都圏に人口や就業者が集中し、
　　　 若者の意識が変化
　なぜ韓国では少子化がここまで深刻に

なってしまったのだろうか。韓国における

少子化の主な原因としては、若者がおか

れている経済的状況が良くないこと、韓国

の総人口と就業者の過半数が首都圏（ソ

ウル市、京畿道、仁川市）に集中しているこ

と、若者の結婚及び出産に関する意識が変

化したこと、育児政策が子育て世代に偏っ

ていること、男女差別がまだ残存している

こと、子育ての経済的負担感が重いこと

等が考えられる。この中で今回は首都圏に

人口や就業者が集中していることと若者

の意識が変化していることに注目したい。

　行政安全部が発表した調査結果による

と、2023年12月現在、首都圏の住民登録

人口は2,601万人で、全体の50.7%にの

ぼることが分かった。また、同時点におけ

る首都圏の就業者数は1,448万人で全就

業者の51.6%を占めた。良質の仕事を求

めて首都圏に集まった若者は、激しい競争

を生き残るために結婚と出産をあきらめ

た可能性が高いだろう。また、若者の意識

も変わっている。ビッグデータの分析結果

を見ると、以前は幸福に関連する言葉とし

て、「愛する」、「会う」、「一緒にいる」という

言葉が挙げられていたが、最近は、「食べ

る」、「美味しい」、「元気に過ごす」といった

言葉が若者の幸福に影響を与えているこ

とが分かった。また、結婚しても子どもを

産もうとしない若者カップルが増えている。

3―若者の意識変化に注目を
　日韓では①晩婚化や未婚化の進行、②
賃金などで男女差別の存在、③子育てに
対する経済的負担が大きい、④子育て世
帯に対する所得支援政策に偏っており未

婚化や晩婚化に対する対策が相対的に少

ない等といった少子化をもたらす原因に

共通点が多い。日本は、韓国に比べると若

者の就職率が高く、子育てに対する経済的

負担が大きくないが、最近、物価が上昇す

ることにより実質賃金が減少している。実

質賃金の減少は子育て世帯の経済的負担

を増やし、子どもを産むことをためらわせ

る要因になるだろう。政府は子育て世帯の

経済的負担が増えないように財政政策だ

けではなく、実質賃金の減少を防ぐため

の対策を講じる必要がある。また、ビッグ

データなどを用いて、なぜ若者の結婚や

出産に関する意識が変化したのかを徹底

的に分析し、対策を講じることが望ましい。
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